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○ま え が き  １ 作成についての経緯 

         ２ 対象とする会計・団体の範囲 

         ３ 財務諸表（４表）とは 

 

○財 務 諸 表 

 

 Ⅰ 一般会計等財務書類 

  １ 貸借対照表 

  ２ 行政コスト計算書 

  ３ 純資産変動計算書 

  ４ 資金収支計算書 

  ５ 注記（作成基準） 

  ６ 解説 

 

 

 Ⅱ 全体財務書類 

  １ 全体貸借対照表 

  ２ 全体行政コスト計算書 

  ３ 全体純資産変動計算書 

  ４ 全体資金収支計算書 

  ５ 注記（作成基準） 

  ６ 解説 

 

 

 Ⅲ 連結財務書類 

  １ 連結貸借対照表 

  ２ 連結行政コスト計算書 

  ３ 連結純資産変動計算書 

  ４ 連結資金収支計算書 

  ５ 注記（作成基準） 

  ６ 解説 
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ま え が き 

 

１ 作成についての経緯 

 

 平成１８年６月に成立した「行政改革推進法」を契機に、地方自治体の資産・

債務改革の一環として「地方公会計制度」が位置付けられ、「資産債務の実態把握

及びそれらの管理体制の状況確認」と、「資産債務改革の方向性予備その具体的方

策の策定」を求められました。 

 このことにより、多くの自治体が財務書類を作成することになりましたが、「基

準モデル」「総務省方式改定モデル」など複数の方式が存在し、作成方式が自治体

間で統一されていなかったため、財政状況の比較分析を行うことが困難となって

いました。 

 そこで、平成２７年１月に「統一的な基準による地方公会計の整備促進につい

て（総務大臣通知）」が示され、平成２９年度には「統一的な基準」による財務書

類等を作成するよう要請がなされました。 

 これを受け、松崎町においても平成２８年度決算分から「統一的な基準」に基

づき、作成の単位として、一般会計からなる一般会計等財務書類、一般会計等財

務書類に公営企業会計及び公営事業会計を加えた全体財務書類、全体財務書類に

関連団体等を加えた連結財務書類について、それぞれ財務４表（「貸借対照表」「行

政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」）を作成しました。 

 

 

作成基準日 

令和３年３月３１日 

※ただし、出納整理期間（令和 3年 4月 1日～令和 3年 5月 31 日）は、 

作成基準日までに終了したものとして処理します。 
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【一部事務組合・広域連合】 

 ・一部事務組合下田メディカルセンター 

 ・下田地区消防組合 

 ・静岡県後期高齢者医療広域連合 

 ・静岡地方税滞納整理機構 

 ・静岡県市町総合事務組合 

 ・西豆衛生プラント組合 

 

【第三セクター（外郭団体）】 

 ・松崎町振興公社 

２ 対象とする会計・団体の範囲 

 

 松崎町では、以下に記す一般会計、特別会計、一部事務組合・広域連合、第三

セクターの会計を対象とし、財務書類を作成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

３．連結財務書類 

２．全体財務書類 

１．一般会計等財務書類 

一般会計 

【公営企業会計（法適用）】 

 ・水道事業会計 

 ・温泉事業会計 

 ・松崎町営宿泊施設「伊豆まつざき荘」事業会計 

 

【公営企業会計（法非適用）】 

 ・岩地集落排水事業特別会計 

 ・石部集落排水事業特別会計 

 ・雲見集落排水事業特別会計 

 

【公営事業会計】 

 ・国民健康保険特別会計 

 ・後期高齢者医療特別会計 

 ・介護保険特別会計 
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３ 財務諸表（４表）とは 

 

 財務諸表（４表）とは、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、

資金収支計算書からなる財務書類です。 

 

 

○貸借対照表 

 

 貸借対照表は、住民サービスを提供するために保有している財産と、その財産

をどのような財源で賄ってきたかを総括的に対象表示した一覧表で、「資産」「負

債」及び「純資産」から構成されています。貸借対照表の左側（借方）に松崎町

が保有している「資産」を示し、右側（貸方）に資産を形成したために将来の世

代が負担し、今後支払いが必要になるもの「負債」と、これまでの世代が既に負

担し、支払いの必要がないもの「純資産」がいくらあるのかが示されています。 

 左側（借方）に計上している資産の残存価格と、右側（貸方）に計上している

負債残額と純資産残額を加算した金額が同じであることから、「バランスシー 

ト」とも呼ばれています。 
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「資産」には、①自治体が住民サービスを提供するために使用すると見込まれ

るもの（使う資産）と、②将来、自治体に資金流入をもたらすもの（売れる資産、

回収する資産）の二つがあります。例えば、①についてはインフラ資産や施設な

どの有形固定資産が含まれ、②は税金の未収入金や売却可能資産などが含まれま

す。 

 

 「負債」とは、将来支払い義務の履行により自治体から資金流出をもたらすも

のです。負債に計上される主たる項目として地方債があります。地方債は将来償

還していく義務があるため、負債へ計上しています。また、地方債は公共資産な

ど住民サービスを提供するために保有する財産の財源としてみた場合、住民サー

ビスを受ける世代間の公平性の観点から発行されるといわれています。このため、

負債は「将来世代が負担する部分」という見方ができます。 

 

 「純資産」とは、資産と負債の差額です。純資産に計上される主たる項目とし

て、補助金や一般財源があります。地方債の場合と同様に住民サービスを提供す

るために保有する財産の財源としてみた場合、純資産は「現在までの世代が負担

し、今後負担する必要性のない資産」という見方ができます。 
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○行政コスト計算書 

 

 行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書にあたるもので、４月１日から翌

年の３月３１日までの１年間の行政活動のうち、福祉活動やごみの収集といった

資産形成に結びつかない行政サービスに係る「費用」と、サービス利用者が直接

負担する使用料・手数料などの「収益」を示すものです。すなわち、経常的なコ

ストの水準と、それを受益者負担でどれほど賄っているかを把握することができ

ます。 

  地方公共団体の行政活動は、将来世代が利用できる資産形成だけではなく、

人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない当該年度の行政サー

ビスも大きな比重を占めており、これを明らかにするため行政コスト計算書を作

成します。 

 なお、税収については収益ではなく純資産の増加とみなすので、行政コスト計

算書には経常しません。また、以前のモデルでは事業用資産の減価償却費のみ行

政コスト計算書に計上していましたが、統一的な基準ではインフラ資産の減価償

却費・直接資本減耗相当も減価償却費として行政コスト計算書に計上しています。 
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○純資産変動計算書 

 

 純資産変動計算書は、企業会計の「株主資本変動計算書」に相当するもので、

地方公共団体の純資産、つまり資産から債務を差し引いた残りが、期首から期末

へ、どのように増減したかを明らかにするものです。 

 総額としての純資産の変動に加え、それがどういった財源や要因で増減したの

かについての情報も示され、受益者負担で賄えなかった行政コストがどのような

財源で賄われているのかがわかるものです。なお、税収については純資産の増加

とみなしています。 
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○資金収支計算書 

 

 資金収支計算書は、企業会計の「キャッシュフロー計算書」に相当するもので、

地方公共団体の資金収支の状態、すなわち地方公共団体の内部者の活動に伴う資

金利用状況及び資金獲得能力を明らかにすることを目的として作成します。 

 また、地方公共団体の官庁会計における歳入歳出決算書と、現金主義会計に基

づく表という意味では同じですが、資金の動きを「業務活動、投資活動、財務活

動」という３つの活動に区分する点で異なります。 

 「業務活動収支」は、投資活動、財務活動以外の活動から獲得した資金収支を

示します。次に「投資活動収支」は、固定資産の取得や売却、取得財源の国県等

補助金の受け入れなど、松崎町のために支出または回収した資金収支を示します。

最後に「財務活動収支」は、地方債の発行や償還など、主として投資活動を維持

するために調達または返済した資金収支を示します。 

 このように３つの活動に区分することによって、松崎町全体の収支のバランス

を見ることができます。 

 なお、資金収支計算書の本年度末資金残高に本年度末歳計外現金残高を加えた

もの（本年度末現金預金残高）は、貸借対照表の資産の部の現金預金勘定と連動

します。 
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Ⅰ－５ 一般会計等財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

①有形固定資産・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア．昭和 59 年度以前に取得したもの・・・再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。 

イ．昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価 

ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円とし

ています。 

②無形固定資産・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法） 

②満期保有目的以外の有価証券 

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ．市場価格のないもの・・・取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

③出資金 

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ．市場価格のないもの・・・出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

該当事項なし 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
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建物  ５年～50 年 

工作物 ５年～60 年 

その他 ５年～40 年 

物品  ４年～15 年 

②無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法 

（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法

によっています。） 

③所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年

以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が 300 万円以下の

ファイナンス・リース取引を除きます。） 

 ・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

①投資損失引当金 

 市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものに

ついて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を

計上しています。 

②徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率、徴収不能見込額を計上して

います。 

 長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込

額を計上しています。 

 長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額

を計上しています。 

③退職手当引当金 

 当年度の期末要支給額に相当する金額を計上しています。 

④損失補償等引当金 

 履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の

健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上し

ます。 

⑤賞与等引当金 

 翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相

当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上してい

ます。 

 

（６）リース取引の処理方法 
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①ファイナンス・リース取引 

ア．所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取

引及びリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除く） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ．ア．以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

②オペレーティング・リース取引 

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資

金の受払いを含んでいます。 

 

（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

①物品及びソフトウェアの計上基準 

 物品については、取得価額及び見積価格が 50 万円以上の場合に資産として計上

しています。 

 ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

②資本的支出と修繕費の区分基準 

 資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60 万円未満であるとき、明

らかに修繕であるときに修繕費として処理しています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

 該当事項なし 

 

３．重要な後発事象 

 該当事項なし 

 

４．偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当事項なし 

 

（２）係争中の訴訟等 

 該当事項無し 
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５．追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

 一般会計 

②地方自治法第 235 条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計において

は、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の係数をもって会計年度

末の係数としています。 

③千円未満を四捨五入して表示しているため、合計額が一致しない場合がありま

す。 

④地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、

次のとおりです。 

 実質赤字比率      -   

 連結実質赤字比率    -   

 実質公債費比率    4.1%   

 将来負担比率      -   

⑤利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額    0 千円 

⑥繰越事業に係る将来の支出予定額    60,656 千円 

 

(２)貸借対照表に係る事項      

①減債基金に係る積立不足額 -    

②基金借入金（繰替運用）    -    

③地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準

財政需要額に含まれることが見込まれる金額       2,691,572 千円 

④地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、

次のとおりです。      

 標準財政規模                                  2,482,001 千円  

 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 299,770 千円  

 将来負担額                       4,363,275 千円  

 充当可能基金額                2,062,652 千円  

 特定財源見込額                        0 千円  

 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額      2,691,572 千円  

⑤地方自治法第 234 条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリー

ス債務金額                     0 千円 
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（３）純資産変動計算書に係る事項    

 純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容   

①固定資産等形成分    

 固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上して

います。    

②余剰分（不足分）    

 純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（４）資金収支計算書に係る事項     

①基礎的財政収支  168,718 千円     

②既存の決算情報との関連性     

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 4,764,078 千円 4,562,239 千円 

繰越金に伴う差額／基金繰入 259,481 千円 0 千円 

相殺に伴う差額 0 千円 0 千円 

資金収支計算書   4,504,598 千円 4,562,239 千円 

③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内

訳 

 資金収支計算書 

  業務活動収支             457,338 千円 

投資活動収入の国県等補助金収入   57,681 千円 

未収債権額の増加（減少）     △12,819 千円 

減価償却費        △526,035 千円 

賞与等引当金繰入額（増減額）  △1,639 千円 

退職手当引当金繰入額（増減額）   2,447 千円 

徴収不能引当金繰入額（増減額）    235 千円 

資産除売却益（損）      △4,843 千円 

純資産変動計算書の本年度差額    △27,634 千円 

④一時借入金     

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。   

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。   

一時借入金の限度額  300,000 千円  

一時借入金に係る利子額    -  

⑤重要な非資金取引     

該当事項なし    
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Ⅰ－６ 令和２年度 松崎町一般会計等財務書類（解説） 

 

対象会計 

 次の会計を対象とします。 

  一般会計 

 

作成基準 

 「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」で

構成し、統一的な基準に従って作成します。 

 

基準日 

 会計期間は 4月 1日から 3月 31 日で、会計期間内の取引を対象とします。ただ

し、次期 4月 1日から 5月 31 日までの出納整理期間の取引も含みます。 

 

 

≪用語説明≫ 

 

１ 貸借対照表 

【資産】 

 (1)固定資産 

   事業用資産‥‥‥公共サービスに供されている資産で、インフラ資産以外

の資産（役場庁舎、学校など） 

インフラ資産‥‥‥道路、河川など社会基盤となる資産 

物品‥‥‥備品、車輛 

   無形固定資産‥‥‥ソフトウェア、電話権などの権利 

   投資及び出資金‥‥‥有価証券、出資金、出損金 

   投資損失引当金‥‥‥保有株式の実質価格が所定の額まで下回った場合、

その差額を計上 

   長期延滞債権‥‥‥税金や使用料などで、調定から 1 年以上回収できない

債権 

   長期貸付金‥‥‥金銭の給付を目的とする貸付金 

           （流動資産に区分されるもの以外） 

   基金‥‥‥流動資産に区分される以外の基金 

        （流動資産以外の財政調整基金や公共施設整備基金など） 

   その他‥‥‥上記以外及び徴収不能引当金以外のもの 



- 17 - 

   徴収不能引当金‥‥‥貸付金及び長期延滞債権のうち、回収不能となるこ

とが見込まれるもの 

 

 (2)流動資産 

   現金預金‥‥‥手元にある現金、普通預金、定期預金 

   未収金‥‥‥税金や使用料などで、調定から 1年未満の債権額 

   短期貸付金‥‥‥貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの 

   基金‥‥‥財政調整基金や公共施設整備基金など 

   棚卸資産‥‥‥売却を目的として保有する資産（水道用資材等） 

   その他‥‥‥上記以外及び徴収不能引当金以外のもの 

   徴収不能引当金‥‥未収金のうち、回収不能となることが見込まれるもの 

 

【負債】 

 (1)固定負債 

   地方債‥‥‥地方債残高のうち、償還までの期間が 1年を超えるもの 

   長期未払金‥‥‥債務負担行為で、確定債務とみなされるもの 

           （流動負債に区分されるもの以外） 

   退職手当引当金‥‥‥職員に対して将来支払う退職金を見積り計上 

   損失補償等引当金‥‥‥履行すべき額が確定していない損失補償債務のう

ち、地方公共団体財政健全化法上、将来負担比率

の算定に含めた将来負担額 

   その他‥‥‥上記以外の固定負債 

 

 (2)流動負債 

   1 年内償還予定地方債‥‥‥翌年度償還予定の地方債 

   未払金‥‥‥基準日時点までに支払義務が発生しており、金額が確定また

は合理的に見積もることができるもの 

   未払費用‥‥‥一定の契約に従い継続して役務の提供を受けている場合、

基準日時点において既に提供された役務に対して、その対価

の支払いを終えていないもの 

   前受金‥‥‥基準日時点において、代金の納入は受けているが、これに対

する義務の履行を行っていないもの 

   前受収益‥‥‥一定の契約に従い継続して役務の提供を行う場合、基準日

時点において提供していない役務に対し支払いを受けたもの 

   賞与等引当金‥‥‥職員への翌期に支払う賞与の支払いに備え計上 

   預り金‥‥‥一時的に預かった金銭で、給与・賃金などから天引きした税
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金や社会保険料など 

   その他‥‥‥上記以外の流動負債 

 

【純資産】 

   固定資産等形成分‥‥‥将来の住民へ持ち越す財産のうち固定資産の形で

持つものであり、固定資産や基金の残高など 

   余剰分（不足分）‥‥‥将来の住民へ持ち越す財産のうちお金の形で持ち

越すもの。この金額がマイナスの場合は、負担を

持ち越すことを表す 

 

 

２ 行政コスト計算書 

【経常費用】 

 (1)業務費用 

   人件費‥‥‥職員給与や議員報酬、賞与等引当金繰入額など 

   物件費等‥‥‥職員旅費、委託料、消耗品、施設等の維持修繕に係る経費

や、事業用資産の減価償却費など 

   その他の業務費用‥‥‥支払利息や徴収不能引当金繰入額など 

 

 (2)移転費用 

   住民への補助金や生活保護費などの社会保障費、特別会計への資金移動な

ど 

 

【経常収益】 

 (1)使用料及び手数料 

   行政サービスの対価として、使用料・手数料の形で徴収する金銭 

 (2)その他 

   財産貸付収入、預金利息など 

 

【臨時損失】 

 災害復旧に要する経費、資産の除却や売却により生じた損失 

 

【臨時利益】 

 資産の売却により生じた利益など 

 

３ 純資産変動計算書 
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【前年度末純資産残高】 

 前年度末の純資産の額（前年度貸借対照表と一致） 

 

【純行政コスト】 

 行政活動に係る費用のうち、人的サービスや給付サービスなど、資産形成につ

ながらない行政サービスに係る経費（行政コスト計算書の「純行政コスト」と

一致） 

 

【財源】 

 (1)税収等 

   地方税、地方交付税、地方譲与税など 

 (2)国県等補助金 

   行政コストに充当した国庫補助金や都道府県支出金など 

 

【資産評価差額】 

 有価証券等の資産の評価差額 

 

【無償所管換等】 

 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など 

 

【その他】 

 上記以外の純資産の変動 

 

 

４ 資金収支計算書 

【業務活動収支】 

 行政コスト計算書の経常費用に計上される支出と、これに充当する財源との収

支。 

ただし、行政コスト計算書では発生主義の考え方を取り入れているため、行政

コスト計算書の経常費用とは一致しない 

 

【投資活動収支】 

 公共施設等整備費、基金への積立額と、これに充当する財源との収支 

 

【財務活動収支】 

 地方債の償還と、地方債の借入との収支 
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Ⅱ－５ 全体財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

①有形固定資産・・・取得原価 

 ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア．昭和 59 年度以前に取得したもの・・・再調達原価 

   ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。 

 イ．昭和 60 年度以後に取得したもの 

   取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

   取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価 

   ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円とし

ています。 

②無形固定資産・・・原則として取得原価 

 ただし、取得価額が不明なものは、再調達原価としています。 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法） 

②満期保有目的以外の有価証券 

 ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動

平均法により算定） 

 イ．市場価格のないもの・・・取得原価（または償却原価法（定額法）） 

③出資金 

 ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動

平均法により算定） 

 イ．市場価格のないもの・・・出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 該当事項なし 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

  建物  ５年～50 年 

  工作物 ５年～60 年 
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  その他 ５年～40 年 

  物品  ４年～15 年 

②無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法 

 （ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額

法によっています。） 

③リース資産 

ア．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１

年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が 300 万円以下

のファイナンス・リース取引を除く） 

 ・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

①徴収不能引当金 

  未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を

計上しています。 

  ただし、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に

基づく繰入限度額によっています。 

  長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に

回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。 

  長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に回

収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。 

②退職手当引当金 

  期末自己都合要支給額を計上しています。 

③損失補償等引当金 

  履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政

の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計

上しています。 

④賞与等引当金 

  翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費

相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上し

ています。 

 

（６）リース取引の処理方法 

①ファイナンス・リース取引 
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 ア．所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取

引及びリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除く） 

   ・・・通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 イ．ア．以外のファイナンス・リース取引 

   ・・・通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

②オペレーティング・リース取引 

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）資金収支計算書における資金の範囲 

 現金及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資

金の受払いを含んでいます。 

 

（８）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

 ただし、一部の連結対象会計については、税抜方式によっています。 

 

（９）連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 

 該当事項なし 

 

２．重要な会計方針の変更等 

 該当事項なし 

 

３．重要な後発事象 

 該当事項なし 

 

４．偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

 該当事項なし 

 

（２）係争中の訴訟等 

 該当事項なし 

 

５．追加情報 

（１）対象とした会計 

会計名／区分／連結の方法 



- 27 - 

 国民健康保険特別会計／地方公営事業会計／全部連結 

 介護保険特別会計／地方公営事業会計／全部連結 

 岩地集落排水事業特別会計／地方公営事業会計／全部連結 

 石部集落排水事業特別会計／地方公営事業会計／全部連結 

 雲見集落排水事業特別会計／地方公営事業会計／全部連結 

 後期高齢医療特別会計／地方公営事業会計／全部連結 

 水道事業会計／地方公営企業会計／全部連結 

 温泉事業会計／地方公営企業会計／全部連結 

 松崎町営宿泊施設「伊豆まつざき荘」事業会計／地方公営企業会計／全部連結 

 

  連結の方法は次のとおりです。 

  ①地方公営事業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

  ②地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

 

（２）出納整理期間 

 地方自治法第 235 条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計において

は、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の係数をもって会計年度

末の係数としています。 

 なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との

間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了し

たものとして調整しています。 

 

（３）表示単位未満の取扱い 

 千円未満を四捨五入して表示しているため、金額が一致しない場合があります。 
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Ⅱ－６ 令和２年度 松崎町全体財務書類（解説） 

 

対象会計 

 次の会計を対象とします。 

  一般会計 

  公営企業会計（法適用） 

   ・水道事業会計 

   ・温泉事業会計 

   ・松崎町営宿泊施設「伊豆まつざき荘」事業会計 

  公営企業会計（法非適用） 

   ・岩地集落排水事業特別会計 

   ・石部集落排水事業特別会計 

   ・雲見集落排水事業特別会計 

  公営事業会計 

   ・国民健康保険特別会計 

   ・後期高齢者医療特別会計 

   ・介護保険特別会計 

 

作成基準 

 「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」で

構成し、統一的な基準に従って作成します。 

 

基準日 

 会計期間は 4月 1日から 3月 31 日で、会計期間内の取引を対象とします。ただ

し、次期 4月 1日から 5月 31 日までの出納整理期間の取引も含みます。 

 

連結の方法 

 対象会計の財務諸表を単純合計し、取引・財務関係の主要なものを相殺します。 

 【相殺対象】 

投資と資本、債権債務、補助金の支払いと受け取り、繰出金など 
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Ⅲ－５ 令和２年度 松崎町連結財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

①有形固定資産・・・取得原価 

 ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア．昭和 59 年度以前に取得したもの・・・再調達原価 

  ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。 

 イ．昭和 60 年度以後に取得したもの 

   取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

   取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価 

  ただし、取得が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としていま

す。 

②無形固定資産・・・原則として取得原価 

 ただし、取得価額が不明なものは、再調達原価としています。 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法） 

②満期保有目的以外の有価証券 

 ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動

平均法により算定） 

 イ．市場価格のないもの・・・取得原価（または償却原価法（定額法）） 

③出資金 

 ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動

平均法により算定） 

 イ．市場価格のないもの・・・出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

①公有用地、代行用地及び代替地・・個別法による原価法 

②完成土地等・・・・・・・・・・・総平均法による原価法 

③貯蔵品・・・・・・・・・・・・・先入先出法による原価法 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
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  建物  ３年～60 年 

  工作物 ５年～75 年 

  その他 ３年～40 年 

  物品  ２年～33 年 

②無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法 

 （ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額

法によっています。） 

③リース資産 

ア．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１

年以内のリース取引及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下

のファイナンス・リース取引を除く） 

 ・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

①徴収不能引当金 

  未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を

計上しています。 

  長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に

回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。 

  長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に回

収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。 

②退職手当引当金 

  期末自己都合要支給額を計上しています。 

  ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末自己都合要支給額の

うち、連結対象団体の負担額を計上しています。 

③損失補償等引当金 

  履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政

の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計

上しています。 

④賞与等引当金 

  翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費

相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上し

ています。 
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（６）リース取引の処理方法 

①ファイナンス・リース取引 

 ア．所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取

引及びリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除く） 

   ・・・通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 イ．ア．以外のファイナンス・リース取引 

   ・・・通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

②オペレーティング・リース取引 

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）資金収支計算書における資金の範囲 

 現金及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資

金の受払いを含んでいます。 

 

（８）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

 ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

（９）連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 

 該当事項なし 

 

２．重要な会計方針の変更等 

 該当事項なし 

 

３．重要な後発事象 

 該当事項なし 

 

４．偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

 該当事項なし 

 

（２）係争中の訴訟等 

 該当事項なし 

 

５．追加情報 
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（１）連結対象団体（会計） 

団体（会計）名／連結の方法／比例連結割合 

 松崎町振興公社／全部連結／⁃ 

 西豆衛生プラント組合／比例連結／41.24％ 

 一部事務組合下田メディカルセンター／比例連結／1.98％ 

 静岡県後期高齢者医療広域連合／比例連結／0.27％ 

 静岡地方税滞納整理機構／比例連結／0.56％ 

 静岡県市町総合事務組合／比例連結／3.70％ 

下田地区消防組合／比例連結／14.47％ 

 

  連結の方法は次のとおりです。 

  ①地方公営事業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

②地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

③地方三公社は、すべて全部連結の対象としています。 

  ④第三セクター等は、出資割合等が 50％を超える団体（出資割合等が 50％以

下であっても業務運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含み

ます。）は、全部連結の対象としています。また、いずれの地方公共団体に

とっても全部連結の対象とならない第三セクター等については、出資割合

等や活動実績等に応じて、比例連結の対象としています。ただし、出資割

合が 25％未満であって、損失補填を付している等の重要性がない場合は、

比例連結の対象としていない場合があります。 

  ⑤一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連

結の対象としています。 

   ※令和２年度決算より西豆衛生プラント組合を連結計上する。 

 

（２）出納整理期間 

 地方自治法第 235 条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）

においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の係数をもって

会計年度末の係数としています。 

 なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている

団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の

受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

（３）表示単位未満の取扱い 

 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があり

ます。  
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Ⅲ－６ 令和２年度 松崎町連結財務書類（解説） 

 

対象会計 

 次の会計、団体を対象とします。 

  会計 

   一般会計 

   公営企業会計（法適用） 

    水道事業会計、温泉事業会計 

松崎町営宿泊施設「伊豆まつざき荘」事業会計 

   公営企業会計（法非適用） 

    岩地集落排水事業特別会計、石部集落排水事業特別会計 

    雲見集落排水事業特別会計 

   公営事業会計 

    国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計 

  団体 

   一部事務組合・広域連合 

    一部事務組合下田メディカルセンター 

    下田地区消防組合、静岡県後期高齢者医療広域連合 

    静岡県地方税滞納整理機構、静岡県市町総合事務組合 

   第三セクター 

    松崎町振興公社 

 

作成基準 

 「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」で

構成し、統一的な基準に従って作成します。 

 

基準日 

 会計期間は 4月 1日から 3月 31 日で、会計期間内の取引を対象とします。 

ただし、次期 4月 1日から 5月 31 日までの出納整理期間の取引も含みます。 

 

連結の方法 

 対象会計の財務諸表を単純合計し、取引・財務関係の主要なものを相殺します。 

 【相殺対象】 

  投資と資本、債権債務、補助金の支払いと受け取り、繰出金など 

 


